
財務収益 7 ` ` 7 58¶184 58¶191

資産見返負債戻入 5¶438¶886 1¶283¶728 501¶004 7¶223¶619 242¶285 7¶465¶904

雑益 2¶246¶666 264¶463 310¶762 2¶821¶892 656¶793 3¶478¶685

小 計 67¶386¶973 11¶622¶739 37¶286¶414 116¶296¶128 3¶940¶437 120¶236¶565

業務損益 89¶925 811¶177 689¶442 1¶590¶545 �791¶204 799¶341

土地 96¶886¶897 9¶744¶565 8¶039¶169 114¶670¶632 21¶150¶996 135¶821¶629

建物 62¶365¶562 6¶073¶929 33¶114¶781 101¶554¶272 4¶810¶582 106¶364¶855

構築物 2¶778¶879 162¶972 667¶287 3¶609¶139 1¶378¶971 4¶988¶111

工具器具備品 18¶829¶920 9¶463¶642 9¶039¶583 37¶333¶146 381¶584 37¶714¶731

その他の固定資産 26¶387¶979 1¶323¶578 332¶976 28¶044¶534 5¶650¶661 33¶695¶195

流動資産 2¶072¶078 119¶975 6¶176¶209 8¶368¶263 39¶420¶588 47¶788¶851

帰属資産 209¶321¶318 26¶888¶663 57¶370¶007 293¶579¶990 72¶793¶385 366¶373¶375

６．各セグメントにおける減価償却費、損益外減価償却相当額及び損益外減損損失相当額並びに引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額は、以下のとおりです。

区 分 教育研究部門等 全国共同利用型附置研究
所及び研究施設 大 学 病 院 小 計 法 人 共 通 合 計

減価償却費 8¶115¶714 4¶134¶810 4¶343¶849 16¶594¶373 316¶872 16¶911¶246

損益外減価償却相当額 3¶855¶555 460¶842 160¶467 4¶476¶865 354¶498 4¶831¶364

損益外減損損失相当額 7¶632 ` ` 7¶632 99 7¶731

引当外賞与増加見積額 �36¶903 �19¶033 �1¶733 �57¶670 4¶690 �52¶980

引当外退職給付増加見積額 �733¶534 �298¶779 �14¶272 �1¶046¶586 106¶260 �940¶326

K̂ 寄附金の明細

区 分 当期受入（千円） 件数（件） 摘 要

教 育 研 究 部 門 等 5¶477¶207 13¶799
うち、現物寄附2¶249¶106千円、
12¶327件

そ の 他 1¶505¶526 1¶678
うち、現物寄附486¶809千円、227
件

合 計 6¶982¶733 15¶477
うち、現物寄附2¶735¶916千円、
12¶554件

L̃ 受託研究の明細
（単位：千円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

教 育 研 究 部 門 等 725¶321 7¶160¶153 7¶187¶610 697¶865

そ の 他 308¶078 2¶599¶225 2¶720¶162 187¶141

合 計 1¶033¶399 9¶759¶379 9¶907¶772 885¶006
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１．セグメントの区分方法

本学の業務に応じてセグメントを「教育研究部門等」、「全国共同利用型附置研究所及び研究施
設」及び「大学病院」に区分し、各セグメントに配賦不能な業務費用、業務収益及び帰属資産は
「法人共通」に計上しております。
２．業務費用のうち、法人共通（4¶731¶641千円）は、各セグメントに配賦不能の費用であり、その
主な内訳は本部事務機構の人件費（2¶429¶624千円）及び本部事務機構の一般管理費（1¶802¶275千
円）であります。

３．帰属資産のうち、法人共通（72¶793¶385千円）は各セグメントに配賦不能の資産であり、その

主な内訳は、本部事務機構の土地（21¶150¶996千円）、建物（4¶810¶582千円）、建設仮勘定

（3¶526¶671千円）、現金及び預金（34¶961¶605千円）であります。

４．目的積立金の取り崩しを財源とする費用は、教育研究部門等セグメントにおいて149¶925千円、

法人共通セグメントにおいて29¶509千円発生しております。

５．大学病院セグメントにおける運営費交付金収益には学内措置による総長裁量経費等435¶024千

円が含まれております。
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